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はじめに
建設廃棄物は、1991年制定の「再生資源の利用に関する法律」や2002年制定の「建設工
事に係る資材の再生資源等に関する法律」などによって発生抑制・リサイクルの推進が図
られてきている。その一方で、高度経済成長期に建設・整備された民間の建築物や道路橋、
高速道路、港湾整備、上下水道などの社会資本が更新時期を迎え、建設廃棄物の増加に転
じる可能性がある。
このような状況を踏まえると、廃棄物の中に含まれている「有用な資源」を活用してい
くことで建設廃棄物の発生抑制・再利用・再資源化を進める建設業（建設会社、住宅メー
カー、設備会社）のゼロエミッション活動がますます重要になってくる。
本稿では、はじめに建築物の建設および解体工事の現場から発生する建設廃棄物とその
関連法規について考察する。次に、廃棄物の排出量と将来予測、不法投棄量、再資源化率
から建設廃棄物の現状について分析する。さらに、建設業のゼロエミッション活動の達成
状況からゼロエミッション実現のための方法について検討する。最後に、建設廃棄物のゼ
ロエミッションの課題点を明らかにしていく。
１．建設廃棄物とその関連法規
建設及び解体の工事現場から発生する建設系産業廃棄物は、「廃棄物処理法」などの関
連法に基づき分類すると表１のようになる。舗装材として用いるアスファルト･コンクリ
ート、基礎や壁などに用いるコンクリートなどが廃棄物になると「がれき類」に分類され
る。建築物の柱や梁、窓枠などに用いられる木材は「木屑（建築廃棄物の場合、建設発生
木材と呼ぶ）」、配管などに用いる塩ビ管などは「廃プラスチック類」、扉や窓に用いられ
るガラス、屋根の瓦、外壁などに用いるタイルなどは「ガラス・陶磁器類」、柱や梁に用
いられる鉄骨、基礎や壁などコンクリートを補強するための鉄筋などは「金属屑」、壁紙
などは「紙類」、基礎の掘削等で発生する泥は「汚泥（建設廃棄物の場合、建設汚泥とい
う）」ということになる。
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また、「ミンチ解体」という重機を用いて建物を解体した場合、コンクリート塊やプラ
スチック類、ガラス・陶磁器類、金属屑、木屑などあらゆる素材が分別されずに混ざり合
った状態で発生する。これを「建設混合廃棄物」という。
2002年に施行された「建設リサイクル法（以下、本法とする）」では、建設及び解体の
工事現場から発生する産業廃棄物を本法第２条第２項において「建設資材廃棄物」として
いる。
さらに、本法第２条第５項において再資源化が資源の有効な利用方法であり、廃棄物の
減量を図る上で特に必要で、リサイクルコストが掛からないものを「特定建築資材」とい
い、「建設リサイクル法施行令（以下、施行令とする）」の第１条においてコンクリートや
コンクリート及び鉄からなる建設資材、アスファルト・コンクリート、木材の４品目を指
定している。さらに、この４品目が廃棄物になった場合、「特定建築資材廃棄物」と呼ぶ
（本法第２条第６項）。
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表１　建設・解体現場から発生する廃棄物
特定建築資材が使用されている建築物の解体工事や特定建築資材を用いる新築工事にあ
って、その規模が表２に示したものについては、受注者または自主施工者が特定建築資材
の分別解体や工事現場内での分別を義務付けられ（本法第９条）、分別解体などで発生し
た特定建築資材廃棄物については再資源化することになっている。ただし、施行令第4条
で定める「建設発生木材」については、主務省令で定める距離に関する基準の範囲内
（50km：建設リサイクル法施行規則第３条）に再資源化施設がない場合、地理的条件、交
通事情により再資源化をすることによってリサイクルコストが掛かるものについては、再
資源化に代えて縮減が認められている（本法第16条）。
建設・解体現場における有害廃棄物には、アスベストやPCB廃棄物などがある。アスベ
ストやPCB廃棄物は「廃棄物処理法」の第２条第５項において、「爆発性、毒性、感染性
その他の人の健康又は生活環境に係る被害を生ずるおそれがある性状を有する」廃棄物と
して「特別管理産業廃棄物」に分類されている。
建築物の解体現場では、アスベストは断熱材などに使用された飛散性の吹付けアスベス
トや石綿含有建材などがあり、PCBは蛍光灯安定器などに用いられている。また、アスベ
ストやPCB廃棄物は、有害性が高いことから「廃棄物処理法施行令」の第２条の４におい
て「特定有害産業廃棄物」にも指定されている。
特定有害産業廃棄物（アスベスト・PCB）については、建設リサイクル法及び同法施行
規則に加え、表３に示した法規が適用され、建築物解体前の調査から付着物の事前除去・
事前処置、適正保管、適正処理、適正処分などの対応が定められ、環境汚染の防止や労働
者の安全確保が図られている。
最後に、建設・解体現場で掘削したときに大量に発生する「土砂（建設発生土）」の対
応である。建設発生土は、廃棄物処理法にいて廃棄物として扱われていないため、建設リ
サイクル法の「建設資材廃棄物」に該当しない。その一方で、「再生資源の利用の促進に
関する法律（リサイクル法）」及びそれを改正した「資源有効利用促進法」において、「指
定副産物」となっていることから、建設事業者は再生資源として利用促進が求められてい
る１。
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表２　建設リサイクル法施行令（第２条）における建設工事の規模に関する基準
２．建設廃棄物の排出量とリサイクルの状況
建設廃棄物の排出量と将来予測量は、図１に示すとおりである。1995年度の排出量は
9,910万tであったが、2008年度になると6,380万tと35.6％減少している。国土交通省の建設
廃棄物排出量の将来予測では、2005年度の中位予想9,500万ｔに対して実際の排出量は
7,700万tと1,800万tも下回っている２。このように建設廃棄物は減少傾向にある。この原因
の１つには、表４に示したようにわが国の建設投資が民間、政府ともに1990年代後半から
減少していることにあると思われる。
また、建設投資額の減少が継続しているため、2010年度以降の中位予想量9,800万tも下
回る可能性が高い。その一方で、将来的には建設廃棄物が増加する要因も表面化してきて
いる。建築物には更新周期があり、木造建築が40年、非木造で30から50年という周期で建
て替えられることから高度経済成長期に建てられた建築物が更新時期を迎えている。さら
に、社会資本についてもこれと同様の傾向が考えられる。国土交通省の調査によると、建
設から50年以上経過した道路橋の割合は、2030年に53％になると予想している３。道路橋
以外に高速道路や港湾整備、上下水道なども高度経済成長期に整備されており、更新時期
を迎えるため建設廃棄物は増加に転じる可能性がある。
次に、以前から問題になっている建設廃棄物の不法投棄の状況についてみてみよう。図
２は2008年度の不法投棄された産業廃棄物の種類とその構成比を示したものである。不法
投棄量20.3万tのうち87.5％を建設廃棄物が占める状況にある。
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表３　アスベスト・ＰＣＢの取り扱いに関する法規とその内容
１ 資源有効利用促進法では、建設業の土砂、コンクリート、アスファルト・コンクリートの塊、木材の４
品目を指定副産物としている。
２ 国土交通省の資料によると、2005年度の排出量は下位推計値である8,400万tに近い。
３ 国土交通省ホームページ，「予防保全の取り組み」（2010年10月５日アクセス）を参照。
また、建設廃棄物の不法投棄量の推移についてみてみると、図３に示したように2002年
５月の建設リサイクル法施行後、不法投棄量は減少していたが、2008年度になると不法投
棄量が前年度比で倍増している。その背景の１つとして、建設業における経常利益率の低
下が考えられる。
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図１　建設廃棄物の排出量と将来予測
表４　建設投資の推移
図２　不法投棄された産業廃棄物の種類（2008年度）
建設業経常利益率と建設廃棄物の不法投棄量の関係について図３でみてみると、2007年
度の経常利益率は1.7％であったのに対し、2008年度は1.3％に減少している。これに対し
て、不法投棄量は増加している。この傾向は他の年度をみても同様の傾向があり、経常利
益率が低いほど不法投棄量は増加している。このことから建設会社が利益確保のために、
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図３　建設廃棄物の不法投棄量と建設業の経常利益率
図４　建設廃棄物の再利用・再生利用の事例
自ら不法投棄する、あるいはより安い処理業者に委託し、その業者が不法投棄する。この
ことが不法投棄量増加の原因と思われる。したがって、建設廃棄物の不法投棄対策として
リサイクルコストの負担のあり方についても法制化していく必要がある４。
最後に、建設廃棄物におけるリサイクルの状況についてみてみることにしよう。図４に
示したように建設廃棄物の多くは、再生資源の原材料として利用可能なものが多い。また、
建設発生土のようにそのまま再利用可能なものもある５。建設混合廃棄物については、リ
サイクル可能なものとリサイクル不可能なものに分別し、リサイクル不可能なものについ
ては減量・減容してから適正処分することになる。
建設廃棄物全体の再資源化率と「建設リサイクル推進計画2008」で定められた2017年度ま
での再資源化率または再資源化・縮減率の目標値（以下、目標値とする）は次のとおりであ
る。
建設廃棄物全体の再資源化・縮減率は上昇傾向にあり、目標値94％以上を達成しつつあ
る（図５）。品目ごとでは、特定建築資材廃棄物のコンクリート塊の再資源化率が、2005
年度に目標値98％以上を達成した。しかし、2008年度には目標値を下回ったものの、高い
水準は維持し続けている（図６）。アスファルト・コンクリート塊の再資源化率について
は、2000年度に目標値98％以上に達し、その後も目標値の水準を維持している（図７）。
建設発生木材の再資源化・縮減率は、目標値95％以上に対して下回っているものの、90％
の水準を維持している（図８）。
特定建築資材廃棄物以外では、建設汚泥の再資源化・縮減率と建設発生土の利用率、建
設混合廃棄物の排出量について目標値が定められている。これらの状況についてみてみる
と、建設汚泥の再資源化・縮減率は上昇傾向にあり、2008年度には目標値の85％に達して
いる（図９）。建設発生土の利用率は2002年度以降、減少傾向にあり、目標値90％を大き
く下回っている（図10）。建設発生土は有害物質に汚染されていなければ、必要とする他
の現場で利用することが可能だが、建設投資の減少がその需要を減らし、利用率が低迷し
ているものと思われる。
建設混合廃棄物については、さまざまな素材が混ざり合った状態で発生するため、リサ
イクルしにくい。したがって、建設混合廃棄物を発生させないことに重点が置かれ、目標
値は再資源化率ではなく、削減量となっている。目標値は2017年度までに排出量を2005年
度比で40％減の175万tにまで削減することになる。建設混合廃棄物の排出量は減少傾向に
あり、2008年度の排出量は2005年度比９％減となっている（図11）。大手建設会社を調査
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４ 著者は、信澤由之［2002］において分別解体やリサイクルコストの負担のあり方について検討している。
５ 土壌汚染のない場合に限る。
６ 建設混合廃棄物の再資源化率については、東京証券取引所の１部上場企業の建設業99社（住宅メーカー、
設備会社を含む）を対象にCSR報告書などで数値を公開している企業15社を基に算出したものである。
したところ建設混合廃棄物の再資源化率は、55.3％という状況である６。この水準は他の
建設廃棄物に比べて低く、建設混合廃棄物がいかにリサイクル困難であるかが明白である。
このことから建設廃棄物の再資源化率の向上を図るためには、リサイクルしにくい建設混
合廃棄物をいかに減らしていくかが重要になる。そこで、建設廃棄物のリサイクルを進め、
「ゼロエミッション」に取り組む建設業の活動内容を次節でみていくことにしよう。
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図５　建設廃棄物全体の再資源化・縮減率と2017年度までの目標値
図６　コンクリート塊の再資源化率と2017年度までの目標値
図７　アスファルト・コンクリート塊の再資源化率と2017年度までの目標値
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図８　建設発生木材の再資源化・縮減率と2017年度までの目標値
図９　建設汚泥の再資源化・縮減率と2017年度までの目標値
図10 建設発生土の利用率と2017年度までの目標値
３．建設業（建設会社・住宅メーカー・設備会社）におけるゼロ
エミッション活動
ゼロエミッション活動とは、これまで廃棄物として捨てられてきたものを「有用な資源」
として活用していくことで資源と経済の両面で何も無駄にしない活動のことをいう。すな
わち、廃棄物の中に含まれている「有用な資源」をすべて活用していくことで、企業にお
ける廃棄物に関するロスをなくしていく活動のことをいう。
このことから建設業（建設会社・住宅メーカー・設備会社）のゼロエミッションは建築、
リフォーム、解体の現場や工場などで発生した廃棄物を無駄なく利用していくとともに、
不法投棄などのロスもなくしていく活動になる。
表５は、ゼロエミッションを取り組む建設業について調べたものである。現在、東京証
券取引所で１部上場している99社のうち「ゼロエミッション活動」の内容を「ＣＳＲ報告
書等７」で公開している企業が17社ある８。その中で、ゼロエミッションの定義と実績につ
いて開示している６社についてみてみることにしよう。
まず、ゼロエミッションの定義についてみてみると、大林組と鹿島建設、五洋建設の建
設会社３社は、「最終処分率５％以下ないし未満」をゼロエミッションとしている。住宅
メーカーの住友林業と積水ハウスの２社は、「最終処分率・単純焼却（熱回収を伴わない
焼却）を行わないこと」とし、住友林業については、再資源化率98％と設定している。設
備会社の日立プラントテクノロジーでは、「排出する廃棄物の最終処分量が排出量の１％
以下かつ５万t／未満（日立グループの定義）」としている。このように各企業はゼロエミ
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図11 建設混合廃棄物の排出量と2017年度までの目標量
７ 現在、企業の環境対策に関する情報公開は、「ＣＳＲ報告書」の他、「環境報告書」や「環境・社会報告
書」、「持続可能性報告書」などがある。
８ 17社の内訳は、建設会社９社と住宅メーカー５社、設備会社３社である。
ッションの定義を「廃棄物ゼロ」を目指すというよりも、環境負荷を与えない方法を用い
ながら廃棄物を限りなくゼロに近づけていくものと考えている。
次に、ゼロエミッション活動に達成状況についてみてみよう。大林組における2008年度
の実績ではリサイクル率が97.8％であることから最終処分率2.2％と考えることができ、ゼ
ロエミッションを達成している。鹿島建設の実績は、定義の最終処分率５％未満を実現可
能な数値5.2％の水準にまで達している。五洋建設はモデルプロジェクトから全現場で本
格実施することになっている。
住宅メーカーと設備会社については、工場と現場から産業廃棄物・建設廃棄物が発生す
ることになる。住友林業と日立プラントテクノロジーでは、工場のゼロエミッションを目
指している。住友林業は全工場で再資源化率98％を達成しており、ゼロエミッションを達
成している。日立プラントテクノロジーについても最終処分率0.43％と定義・目標として
いる最終処分率１％以下を大きく下回って達成している。積水ハウスについては、全工場
の再資源化率100％のゼロエミッション達成と、新築・アフターメンテナンス・リフォー
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表５　ゼロエミッションを取り組む建設業の定義・実績（2008年度）
ムの現場でのゼロエミッションを実現しており、解体現場でのゼロエミッションを目指す
段階にある。
さらに、各社が現場や工場では、次のようにしてゼロエミッションの実現を目指してい
る。現場では、リサイクル活動を推進するだけではなく、効率的な分別解体やそれによる
建設混合廃棄物の削減などを努めていくとともに、環境教育・啓発活動を通じて「意識の
共有化」に努めている。また、工場におけるゼロエミッションでは、廃棄物を素材ごと・
品目ごとに分別強化、委託処理業者の変更などによるリサイクルの向上を図っている。
４．建設廃棄物のゼロエミッション活動実現への課題
建設廃棄物の再資源化率の向上を図り、ゼロエミッションを実現するためには、いかに
建設混合廃棄物を減らしていくかがポイントとなる。したがって、建設リサイクル法の対
象となる建設工事を広げ、建物解体前の事前措置や分別解体などを通じて廃棄物を素材ご
とに分別していくことが重要になる。
さらに、これから建設する建築物については、環境配慮型の製品設計、すなわち建築か
ら使用時、解体後ことまで環境に配慮した建築設計をするというように設計者にもある一
定の責任を持たせる「設計者責任９」を取り入れていくことも重要である。
図12は、設計者責任とゼロエミッション活動による建設廃棄物削減の工程を示したもの
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図12 設計者責任とゼロエミッション活動による建設廃棄物削減の工程
９ 倉阪秀史［2004］（p.133-134）によれば、設計者責任とは、「製品のみならず、すべての人工物の設計者
に対して、設計の際に、その人工物のライフサイクルにわたる環境影響を考慮し、より環境影響の少ない
設計とする責任を負わせる」というものとしている。したがって、この原則では、製品だけでなく、建築
物や建造物などの設計者も対象となる。
である。第１段階として、「設計の見直し・変更」があげられる。例えば、設計者は建築
物の解体時に分別解体しやすいような設計を採用する、使用する建材をリサイクル性の高
いもの、再生品を積極的に取り入れる。
第２段階は、「施工方法の開発・見直し」である。建築施工および改修時に建築廃棄物
を出来る限り発生させない工法の開発や変更をしていく。現場内で発生した廃棄物を素材
ごとに分別し、再資源化を容易にするなどが考えられる。
第３段階は、「分別解体の対象強化」である。前述のとおり、建築リサイクル法の対象
にならない建築物においても出来る限り分別解体を行い、現場で発生した建設廃棄物を素
材ごとの分別していくことで建設混合廃棄物を減らし、再資源化を容易する。
第４段階は、「処理困難物の再資源化」である。石膏ボードや建設汚泥など再資源化処
理が困難な廃棄物を再利用・再資源化可能な受入先の確保や処理技術の構築を進めること
も必要になってくる。こうした取り組みを通じて、建設廃棄物を限りなくゼロに近づけて
いく。
第５段階は、「廃棄物のネットワーク構築」である。現場で発生した廃棄物を他の現場
や再資源化処理施設だけでなく、さまざまな業種と連携を図るゼロエミッション・ネット
ワークを構築して廃棄物の再資源化や有効利用を図っていくことである10。このようなネ
ットワークを構築することによって建設廃棄物の再資源化の向上や建設発生土の利用促進、
不法投棄の防止などが期待できる。
例えば、本田技研工業の埼玉製作所小川工場では、工場の施工、改修、解体までの建物
のライフサイクルにおいて「ゼロエミッション」をコンセプトに設計の段階から工場解体
時の分別やリサイクル性を配慮した設計（分別解体しやすい工法の採用、リサイクルルー
トの確保された建材の優先使用、リサイクル可能な建材の使用）を取り入れた。その結果、
建築物のライフサイクルの中で発生する建設廃棄物の再資源化率が98％以上になると見込
まれている11。
このように建設廃棄物のゼロエミッションは、設計段階からゼロエミッションの考え方
を取り入れていくことが重要である。それに加えて、これまでの取り組みを一層強化して
いく必要もある。すなわち、徹底した廃棄物の分別が建設混合廃棄物などリサイクル困難
な廃棄物の発生抑制や建設廃棄物の再資源化率の向上を図り、ゼロエミッションを実現す
る。
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10 ゼロエミッション・ネットワークとは、一生産プロセスでは完全に利用できなかった物質を他の生産プ
ロセスで有効活用するための企業あるいは、産業間のネットワークを構築することである。
11 環境省編［2010］，p.214、本田技研工業株式会社［2010］，『Honda環境年次レポート2010 取り組み事
例集と補足情報』，pp.４-７を参照。
おわりに
建設業のゼロエミッション活動の推進は、解体時の分別解体を実行し、リサイクル困難
な建設混合廃棄物の排出削減が重要になってくる。そのためには設計段階からゼロエミッ
ションに配慮した建築設計をしていく必要があることも明らかになった。
建築物の設計者は「設計者責任」から建築物の解体時に分別解体しやすいような設計し、
使用する建材をリサイクル性の高いものや再生品を積極的に採用していくことでリサイク
ルしやすい状態にしておく。
さらに、建築物の施工および改修時に建築廃棄物を出来る限り発生させない工法の開
発・見直しや建築リサイクル法の対象外の建築物においても積極的に分別解体を行うこと、
現場で発生した廃棄物を他の現場や再資源化処理施設、異業種などとのネットワークを構
築すること、石膏ボードや建設汚泥など再資源化処理が困難な廃棄物を再利用・再資源化
可能な受入先の確保や処理技術の構築に努めていくことが重要である。こうした取り組み
が、建設業のゼロエミッションを可能にする。
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